
要 望 事 項 令和７年度税制改正大綱（令和６年１２月２７日閣議決定版）の内容

●税制改正関連要望事項

１．自動車関係諸税の簡素化・軽減等

（１）自動車関係諸税の簡素化・軽減

・自由民主党、公明党及び国民民主党の幹事長間で「いわゆる「ガソリンの暫定税率」は、廃止する。
具体的な実施方法等については、引き続き関係者間で誠実に協議を進める。」ことが合意された旨、
大綱に記載された。（与党税制大綱 P3）
・自動車関係諸税の見直しについては、「日本の自動車戦略やインフラ整備の長期展望等を踏まえ
るとともに、「2050 年カーボンニュートラル」目標の実現に積極的に貢献するものでなければならない。
（中略）自動車関係諸税を負担する自動車ユーザーの理解にも資するよう、受益者負担・原因者負
担といった課税の考え方や、これまでの沿革等を踏まえつつ、使途の明確化を図るとともに、受益と
負担の対応関係を分かりやすく説明していく。その際、中長期的には、データの利活用による新たな
モビリティサービスの発展等、自動車の枠を超えたモビリティ産業の発展に伴う経済的・社会的な受
益者の広がりや保有から利用への移行等を踏まえるとの考え方を踏まえつつ、公平・中立・簡素な
課税のあり方について、中長期的な視点から、車体課税・燃料課税を含め総合的に検討し、見直し
を行う」とされた。
・車体課税については、「取得時における負担軽減等課税のあり方を見直すとともに、自動車の重量
及び環境性能に応じた保有時の公平・中立・簡素な税負担のあり方等について、関係者の意見を聴
取しつつ検討し、令和8年度税制改正において結論を得る」とされた。また、利用に応じた負担の適
正化に向けた課税の枠組みについて、「使途、執行・関係技術等を踏まえ検討し、課税の枠組みに
ついて、令和8年度税制改正において結論を得る」とされた。（与党税制大綱 P16-17）

（２）自動車関係諸税における営自格差の拡充 ・自動車税における営自格差の見直しについては、言及されなかった。

（３）自動車重量税の道路特定財源化 ・自動車重量税の道路特定財源化については、言及されなかった。

２．中小企業投資促進税制の特例措置の延長 ・適用期限が2年延長された。（P35）

令和７年度トラック関係施策に関する要望と令和７年度税制改正大綱の主な内容
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要 望 事 項 令和７年度税制改正大綱（令和６年１２月２７日閣議決定版）の内容

３．特例措置の延長

（１）自動車税環境性能割のＡＳＶ（先進安全自動車）
特例措置の延長

・歩行者検知機能付き衝突被害軽減制動制御装置を搭載した車両総重量3.5t超のトラック（新車）等
の取得に係る自動車税（環境性能割）の特例措置を2年延長するとされた。（P61-62）

（２）中小企業・協同組合等の法人税率の特例措置の延長
・所得の金額が年10億円を超える事業年度について、所得の金額のうち年800万円以下の金額に適
用される税率を17％（現行：15％）に引き上げる見直しを行った上で、適用期限が2年延長された。

（P34-35）

（３）中小企業経営強化税制の特例措置の延長 ・適用要件を見直した上で、適用期限が2年延長された。（P1,P35）

（４）中小企業防災・減災投資促進税制の特例措置の延長

（特定事業継続力強化設備等の特別償却制度）
・適用要件を見直した上で、適用期限が2年延長された。（P49）

４．トラック協会が運営する地域防災・災害対策関連
施設等について固定資産税の軽減措置の適用

・固定資産税の軽減措置の適用については、言及されなかった。

令和７年度トラック関係施策に関する要望と令和７年度税制改正大綱の主な内容
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要 望 事 項 令和６年度補正予算の主な内容

●道路関係要望事項
令和６年度補正予算 ［P９～P２１］

○令和6年度補正予算については、令和6年12月17日に成立した。

①物流の革新や持続的成長に向けた中長期計画を踏まえた取組の推進（387億円）

②自動車運送事業の各種申請手続オンライン化に伴う申請手続の最適化・効率化のための調査（2.19億円)

③持続可能な物流を支える物流効率化実証事業（23億円）＜経産省事業＞

④物流革新に向けた取組の推進のうち持続可能な食品等流通緊急対策事業（30億円）＜農水省事業＞

⑤運輸業、海運業等における人材確保・育成等（12.7億円）

⑥生産性向上や民間投資の誘発等に資する港湾機能の強化（143億円）

⑦商用車等の電動化促進事業（400億円）＜環境省・経産省連携事業＞

⑧サステナブル倉庫モデル促進事業（48億円の内数）＜環境省連携事業＞

⑨高速道路料金の大口・多頻度割引の拡充措置の延長（78億円）

⑩災害時における物流・人流の確保（2,494億円）

・迅速な復旧・復興のための高規格道路の未整備区間の整備や4車線化等の推進、

道路等の防災・減災対策の推進 等

⑪通学路等の交通安全対策の推進（202億円）

・高速道路の暫定2車線区間の4車線化等の推進 等

⑫効率的な物流ネットワークの早期整備・活用（621億円）

・三大都市圏環状道路等の整備推進、安全・円滑な物流等のための道路ネットワーク構築等の推進、

ダブル連結トラックによる省人化、SA・PA駐車マス不足の解消 等

⑬地域・拠点の連携を促す道路ネットワークの整備（1,974億円）

・地域・拠点をつなぐ高速道路ネットワークの構築、スマートICの活用 等

⑭重点支援交付金の追加（1兆円）

・推奨事業メニュー（6,000億円）

１．高速道路料金徴収期限の延長を踏まえた
利便性向上策の推進

２．高速道路料金等の引下げ

３．物流基盤の整備

４．特殊車両通行許可に係る諸課題の改善

５．その他施策の推進

●予算・施策関係要望事項

１．物流革新に向けた政策パッケージへの
対応にかかる支援

２．燃料価格高騰への支援

３．環境・交通安全対策に係る支援

４．施策要望
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（１）物流の効率化

【物流DX等による生産性向上・担い手の多様化の推進】

【物流GXの推進】

水素スタンドFCVトラック

H2

無人フォークリフト 無人搬器送機

【多様な輸送モードも活用した新たなモーダルシフト（新モーダルシフト）の推進】

大型コンテナ・海運シャーシ

31ft

40ft

（大型トラックと互換性のある規格）

【物流標準化・データ連携の推進】

「標準仕様パレット」の利用に
よる荷役時間の短縮

【物流拠点の機能強化】

導入支援

非常用電源設備

地域の産業振興等と
連携

テールゲートリフターテールゲートリフタードローンによるラストワンマイル配送の効率化

高速道路での自動運転トラック

※令和６年２月16日我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議決定

○ 「2030年度に向けた政府の中長期計画」※に基づき、①物流の効率化、②商慣行の見直し、③荷主・消費者の行動変容
を柱とする施策を一体的に講じ、地方創生を支えるインフラである物流を革新。

（２）商慣行の見直し （３）荷主・消費者の行動変容

荷待ち・荷役
3時間超

【改正物流法の施行に向けた執行体制等の整備】

荷待ちがある1運行の平均拘束時間と内訳

真荷主 元請事業者

１次下請け

２次下請け

…

n次下請け
（実運送事業者）

多重下請構造のイメージ 月当たりの「働きかけ」「要請」「勧告」平均実施件数

【宅配ロッカー等の多様な受取方法等の普及促進】

駅や公共施設の
コインロッカー等を活用

宅配ロッカー情報

【トラック・物流Gメンの執行強化】

ダブル連結トラックの導入促進

航空機の空きスペース等の有効活用

物流の革新や持続的成長に向けた中長期計画を踏まえた取組の推進 令和6年度1次補正予算案
80.0億円
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経済産業省



農林水産省
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【令和６年度補正予算（案） 4,800百万円の内数】

19



20
20

国土交通省
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要 望 事 項 令和７年度予算の主な内容

●道路関係要望事項
令和７年度予算 ［Ｐ２４～Ｐ５１］

○令和7年度予算については、下記の通り、令和7年3月31日に成立した。

（○トラック運送事業関係） ［Ｐ２４～Ｐ３９］

①物流の革新や持続的成長に向けた中長期計画を踏まえた取組の推進（163億円）

②人手不足解消に向けた自動運転トラックによる幹線輸送実証事業（0.08億円）

③自動車運送業における外国人材の適正な受入環境の確保（0.47億円）

④自動車運送事業の安全対策事業（3.54億円）

⑤運輸部門の脱炭素化に向けた先進的システム社会実装促進事業（14.15億円）＜環境省・農水省連携事業＞

⑥環境配慮型先進トラック・バス導入加速事業（33.02億円）＜環境省・経産省連携事業＞

⑦トラック輸送における更なる省エネルギー化に向けた推進事業/新技術活用によるサプライチェーン全体

輸送効率化・非化石エネルギー転換推進事業（62億円の内数）＜経産省事業＞

⑧物流の革新に向けた取組の推進＜農水省事業＞

・持続可能な食品等流通対策事業（1.2億円）

・食品流通拠点整備の推進（120億円の内数）

１．高速道路料金徴収期限の延長を踏まえた
利便性向上策の推進

２．高速道路料金等の引下げ

３．物流基盤の整備

４．特殊車両通行許可に係る諸課題の改善

５．その他施策の推進

●予算・施策関係要望事項

１．物流革新に向けた政策パッケージへの
対応にかかる支援

２．燃料価格高騰への支援

３．環境・交通安全対策に係る支援

４．施策要望
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令和７年度トラック関係施策に関する要望と令和７年度予算の主な内容

要 望 事 項 令和７年度予算の主な内容

●道路関係要望事項

（○道路関係） ［P４０～P４３］

①災害時における物流・人流の確保（4,103億円）

・迅速な復旧・復興のための高規格道路の未整備区間の整備や4車線化等の推進、

道路等の防災・減災対策の推進 等

②通学路等の交通安全対策の推進（2,501億円）

・高速道路の暫定2車線区間の4車線化等の推進 等

③効率的な物流ネットワークの早期整備・活用（3,676億円）

・三大都市圏環状道路等の整備推進、安全・円滑な物流等のための道路ネットワーク構築等の推進、

ダブル連結トラックによる省人化、SA・PA駐車マス不足の解消 等

④地域・拠点の連携を促す道路ネットワークの整備（3,732億円）

・地域・拠点をつなぐ高速道路ネットワークの構築、スマートICの活用 等

（○厚生労働省関係） ［P４４～Ｐ５１］

①業務改善助成金（15億円）

②人材開発支援助成金（訓練関係）（545億円の内数）

③中小企業・小規模事業者等に対する働き方改革推進支援事業（30億円）

④働き方改革推進支援助成金（92億円）

⑤両立支援等助成金（育児休業等支援コース他）（358億円）

⑥両立支援等助成金（不妊治療及び女性の健康課題対応両立支援コース）（0.84億円）

⑦民間企業における女性活躍促進事業（2.4億円）

１．高速道路料金徴収期限の延長を踏まえた
利便性向上策の推進

２．高速道路料金等の引下げ

３．物流基盤の整備

４．特殊車両通行許可に係る諸課題の改善

５．その他施策の推進

●予算・施策関係要望事項

１．物流革新に向けた政策パッケージへの
対応にかかる支援

２．燃料価格高騰への支援

３．環境・交通安全対策に係る支援

４．施策要望
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